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１．概要 
 本研究は、1988 年以降、社会主義政権からの体制移行期にあるロシアにおいて、国家建
設・国民形成（Nation Building）の基となる国家の理念（National Ideology）の形成過程
を、歴史教育に関する政策文書と中等教育レベルの歴史教科書の分析により、明らかにし
た研究である。 
 
２．本論文の構成 
序章 歴史的背景・研究目的・研究課題・データ・研究手法・研究手法の限界・これまで
の研究・概念規定１（国家理念、国家、国家建設）・概念規定２（公教育、歴史教
育、歴史教科書）・論文の構成 
第 1 章 ロシアにおける国家と教育 
第１節 ロシアにおける国家と国家理念 
第２節 ロシアにおける教育と国家理念の形成 
第２章 1988 年－1994 年のロシアにおける歴史教育 
 第１節 ロシア帝国、ソビエト、ペレストロイカ時代の歴史教育 
 第２節 ペレストロイカ時代の歴史教科書 
第 3 章 1994 年－1999 年のロシアにおける歴史教育 
 第 1 節 歴史教育における国家主義の緩やかな回帰 
 第２節 1994 年－1999 年の歴史教科書 
第 4 章 2000 年－2007 年のロシアにおける歴史教育と国家建設 
 第 1 節 歴史教育の再中央集権化 
 第２節 新しい国民国家のための歴史教科書 
結語 
 
３．内容 
本論文は、1988 年から現代に至る社会主義政権崩壊後の体制移行期に、新たなる国民国
家像を求めて揺れ動いたロシアにおいて、国家建設・国民形成（Nation Building）の基と
なる国家の理念（National Ideology）がどのように形成されたのかを、歴史教育に関する
政策文書と中等教育レベルの歴史教科書 31 冊の分析により、明らかにした研究である。本
研究の究極の目標は、移行期のロシアを題材に、国家理念の形成と変容を実証的な分析を
試みることにあり、本論ではこの実証の素材を教育に求めている。すなわち、本論では、
公的な義務教育で教えられる内容・カリキュラムは国家・教育省により規定され、その有
り様は近代的な国民国家形成の正当な（Legitimate）国家理念を具体化したものであり、
特に歴史教育は、次の世代に国家理念を継承していくための最も有効な手段として、国家
は見なしていると仮定している。したがって、歴史教育で使用される教科書に記述されて
いる「歴史」は、一種の「正式な知識（Official Knowledge）」(Michel Apple)としてとらえ
ることができる。特に、ロシアにおいては、政府委託による専門家や教育者の教科書執筆
過程に、国家の強い「指導」が介入し、国家意思・理念が教科書の内容に反映されている。
こうした立場から、本研究では、現代ロシアにおける歴史教育を、新しい国家理念形成の
重要な原動力と位置付け、この新しい理念とその変容を実証的に把握するために歴史教科
書と歴史教育に関する教育省の政策文書を対照に分析を行なった。 
この 2 種類のデータ分析に当たっては、1988 年から 2007 年までのロシアを以下の通り
3 期に区分し、分析・考察を行なった。以下、箇条書きにて、各時代の分析結果を示す。 
（１）第１期 (1988 年－1994 年) 
・急激な政治情勢の変化による新しい国家理念の模索期 
・国家はソビエト期における様々な国家的犯罪に対して自省を強いられ、独裁者主義によ
らない新しい国家理念を模索した。 
・ロシア国内には新しい国家理念として妥当なものが見つからず、次第にヨーロッパの普
遍主義的、人間主義的な価値観に国家理念の範を求めるようになっていった。 
・その一方で、ヨーロッパ的な価値観と対比的に、いわゆる「アジア的」価値観の存在が
意識されるようになり、ソビエト時代の抑圧的で、権威に対して市民が従属的な状況を「ア
ジア的」と称するようになっていった。 
・この時代の歴史教育は、政治リーダーシップの欠如により、実に混乱しており、自由主
義的なものと権威主義的なもの、文明主義的なものと社会主義的なもの等々が同時に歴史
教育政策や歴史教科書の中に混在している状況であった。 
（２）第２期（1994 年－1999 年） 
・この時期には、国家は未だ国家理念の形成の主体とまではいかなかったが、少なくとも
行き過ぎた個人主義や自由主義を、教育を通じてコントロールするという段階にまで回帰
してきた。 
・民主主義や自由のような語句が、現実の政治的状況とは関係なく、教科書や政策文書で
用いられるようになった。 
・教育省は自らが設定した歴史教育のガイドラインに沿わない内容の歴史教科書をも認定
し始め、様々な対立的な理念が同じ教科書内にも混在するなど、歴史教育をめぐる混乱が
広がった。 
（３）第３期（2000 年－2007 年） 
・ロシアの国民国家理念の勃興期 
・諸外国との対立や防衛の観点からの国民国家の形成という概念が定着した。 
・ロシア史におけるロシアの勝利と敗北に関しては、未だ執筆者の間で合意が得られてい
ないようであるが、少なくとも近代化の方向性への信頼と、政治的支配者の近代化への役
割などに関しては、その歴史を正当化する方向にある。 
・ロシア連邦を構成する民族的少数者に対しては、歴史教育において政治的な配慮がなさ
れるようになり、歴史教科書においても多くの紙面が割かれるようになった。 
・第二次世界大戦に対する認識も、以前の大量殺戮という非常にネガティブな認識から、
戦勝国としての一定の評価へと移行している。 
・この時期に形成された指導的国家理念は、国家というものが国民や多様な民族、政治的
文化的空間、独立的な国内政策・外交政策・完全な軍事的独立を保つために、不可欠のも
のであるという認識である。 
 
以上を表にまとめると以下のようになる。 
第 1 期 第２期 第３期 
反国家主義 反国家主義。しかし、国家的
象徴の多様化が始まる。 
強く中央集権的な国家主義 
原理的共産主義が未だ存在 民主主義 国民国家形成が優先 
人間主義 人間主義 国家に対する市民の責任の
強調 
個人主義 「個人主義」の表層的使用 集団主義 
市民社会 市民社会 国家優先主義 
ロシアを貶める言説 ロシアの見直し ロシアの優越 
西欧主義 西欧主義と反西欧主義の混
在 
反西欧主義 
市場経済 市場経済 市場経済と適度の国家のコ
ントロール 
開放的 開放的 閉鎖的・軍事的経済的自立へ
の志向 
 
４．評価 
 まず評価されるべきは、「国家理念」を実証的に分析するために、歴史教育に着目し、歴
史教育に関する政策文書や歴史教科書の分析を行なったことであろう。この論文の著者が
提示した方法論と概念枠組みは、審査委員会一同が高く評価した。今後のこのような研究
手法による、国家理念研究に道を開いたとも言える。ロシア史に詳しい外部委員も含めて、
「構成においても、使った資料においても独自の作品」との評価を得た。第二に、この時
期のロシア歴史教育の変遷についてはいくつかの研究が既に存在しているが、これを国家
理念の形成過程と結びつけて分析したことで、歴史教育分野の論文としてもオリジナリテ
ィの高い研究になっている。第三に評価される点は、３期合計３１冊の中等教育歴史教科
書と、一定の基準を設けて収集した歴史教育に関する政策文書を縦横に分析することによ
り、国家理念自体の多様性と重層性を実証的に示すことに成功している点であろう。上記
の表にも示されるように、国家理念の中にも、個人主義対集団主義、反国家主義対国家主
義、市場経済対一定の国家経済管理、西欧主義対反省王主義のような様々な側面が存在し、
このあり方が時期的に前後して変容する可能性があることを歴史教育の分析を通じて、明
らかにした。 
 しかし、審査委員会においては、以下のような課題も指摘された。 
（１）政策文書と歴史教科書の分析はよく成されているが、歴史教育の政策決定に関わっ
た人への聞き取り調査もあわせて行なうべきであった。 
（２）歴史教科書の執筆者と執筆過程についてより踏み込んだ記述があれば、さらにその
国家理念形成における役割が明確になったであろう。 
（３）教科書の販売・採択の方法などについても、中央・地方の力学や時期的な変容と合
わせて分析を行なうことにより、より国家理念の形成における歴史教育・教科書という「シ
ステム」の役割を把握できたのではないか。 
 
５．結論 
 上記のような課題は指摘されたが、この論文が国家理念の形成を実証的に考察する上で、
新たなる視点と分析アプローチを提示した点は高く評価できるものである。よって、論文
審査委員会は、この論文を総合的に判断し、早稲田大学博士(学術)に相応しい論文であると
認め、学位授与を提案するものである。（4,057 文字） 
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